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介護保険制度の現況について
~要介護認定の仕組み~

平成23年10月・11月

宮城県保健福祉部長寿社会政策課



介護保険事業の現状



要介護認定者等の推移(宮城県)

県内の要介護班要支援者数は約88，000人(平成23年1月現在)

制度創設時(平成12年)に比べ，認定者数iま2倍以上に増加。

宮城県内における認定者数の推移(※1号2号とも含む)
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認定率全体 1位長崎県(20.9%) - 47位埼玉県(12.8%) 

23年1月末

※要介護度が軽度(要支援1-要介護
2)の認定者数が、平成23年1月末の

データでは全体の 44.0%を占める。

要介護5

要介護4

館要介護3

、要介護2

要介護1

終要支援

宮城県(平成22年3月末)

認定率全体 15.9%

(平成21年度介護保険事業状況報告年報)
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介護費用(保険給付額十自己負担)の推移

本農における介護保険の総費用客室は1，250億円。

制度創設時(平成12年)に比べ， 2倍以上に増加。

宮城県における介護費用の推移

l一日l
(H12年度実績) (H14年度実績) (H16年度実績) (H19年度実績) (H20年度実績) (H21年度実績)

出典:平成21年度介護保険事業状況報告年報
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本県における介護サービス事業所数
平成22年4月現在，機指定の介護サービス事業所の数は約2，600件※。
制度創設時(平成12年)の約2倍に相当する数となっている。

※介護予防サービスを除く。なお，介護予防サービスを1件とカウントした場合の事業所数は約4，400件。
持汚ム寺慈務戸務方蕊察ま字京弘ザ月刊ゃん りバ干喰特許 ペ庁、 γ ミ

… ιj県内の介護サービス事業者数 、

M 忠弘干 〆J器撤、 必弘前乍惣鮒綴主主

【出典}宮城県長寿社会政策課作成資料

サービス種別 H12.4.1 H22.4.1 

陣宅介護支援 381 577 

防問介護 186 441 
訪問入浴介護 61 69 
財問看護(注1) 4 92 
財問1)ハピリテーシヨン曜 。 14 
陣宅療養管理指導(出) 。 16 

陣所介護 147 509 
陣所1)1、ピ1)7ーシヨン(注目 60 108 

陣期入所生活介護 84 142 
関期入所療養介護(担) 81 97 
寺定施設入居者生活介護 45 
昌祉用具貸与 64 149 
寺定福祉用具販売 143 
愉護老人福祉施設 80 116 
除護老人保健施設 40 80 
除護療養型医療施設 40 14 

dE』3 言十 1，229 2，612 

j主1: r医療みなし」を除〈。注2:r医療みなし」を除き r施設みなし」を含む。
注3:r施設みなし」を含む。注4:栗原市実施分を除〈。
j主5仙台市実施分を徐〈。
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介護保険料の状況
0宮城県の第1号保険料の状況
3， 999円(人口加重平均による基準月額;介護従事者処遇改善臨時特例交付金繰入後の平均額)

※平成21......23年度に適用。 18年度......20年度の3，648円より351円、9.6%上昇

第1位 名取市 4，835円/36位七ケ宿町 2，721円

0全国との比較

~ 

室温

全国平均 4，160円(宮城県より+161円) ※18年度......20年度の4，090円より70円、1.7%上昇

第1位 青森県 4，999円/47位千葉県 3，696円 ※宮城県は47都道府県中32位(高額)1慎)

様険料のよ鉾の縦和

。腐敗蛍草食也事基金の取り崩喝し

.鵠警開蜜絞g習逸滋主鵠撃!甥竣A鰹寄縫g僻欝轍義さ諒妥純簿払き鰐謹臓護d町附村で3分の…1げずつ扱機蜘亀主拙仇出払出駒J山}λ、J介繍普線酬譲鰍餓糊験蹴鍛鰍附麗政蜘註財Iにこ本柑幾

.怒腎鷲奪J雲執弘翠思跨長t翠封変翠誤毛議奪暫f緩2華苦設誕苦溢妥麟翌続変宅ぞ智?亨rさ鐙霊
烏お議督尋?毘主?繋皇2詰詰警警町鷺?会たMさ怠いための必潔綜兇込綴祭残し℃、財政宏案化都愈の察機分後献符燦験車専の上線の
O市町村主総量購鑑識の取り織し

・滋害時鍔中 <T)秘説$l!.込燃のー綿密取り湖すこことにより保険料級車~I::，習熔ずるq

(:闘車時耳(H怠4-26圭問主〉の介類係数料の兇込み3
総務織のF軍偽み …国幽幽幽槍皆}嗣四四世幽剛一副剤師糊側勝也暢剛・帽嶋越他州晶働へ
おの献)F"i~.'.王寺をおOP:ì線路運; +主主総事審燃の;内総事指臨時機綴 1 

! 判部狩時都議桂責務分:

車時4N.自の主計側帯主ぬ
4H$Of笥“働“幽晶画雌楢
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要介護認定等の仕組み



-介護保険制度における要介護認定制度について

0介護保険制度では、寝たきりや認知症等で常時介護を必要とする状態(要介護状
態)rこなった場合や、家事や身支度等の日常生活に支援が必要であり、特に介護
予防サービスが効果的な状態(要支援状態)rこなった場合に、介護の必要度合い
に応じた介護サービスを受けることができる。

0この要介護状態や要支援状態にあるかどうかの程度判定を行うのが要介護認定
(要支援認定を含む。以下同じ。)であり、介護の必要量を全国一律の基準に基づ
き、客観的に判定する仕組み。

0要介護認定は、まず、市町村の認定調査員による心身の状況調査(認定調査)及
び主治医意見書に基づくコンピュータ判定を行う。(一次判定)

0次に保健・医療・福祉の学識経験者により構成される介護認定審査会により、一次
判定結果、主治医意見書等に基づき審査判定を行う。(二次判定)

Oこの結果に基づき、市町村が申請者についての要介護認定を行う。
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要介護認定基準時間の算出
状態の維持・改善可能性の評価

〈コンビュータによる推計〉
次判定

介護認定審査会による審査

次判定

6 



身体機能・起居動作

生活機能

認知機能

BPSD関連

社会生活への適応

8つの生活場面毎の介助

時間の推計値を表示

(例)要介護認定基準時間が盟主金であるので、皇企童生 7 



-要介護状態区分

高介護認定
|等基準時間

、 ，
“・・・・園田園・・・・ーー'

H18.4以前要支援 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
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要介護認定の基本設計①

認定調査項目

+ I寝返り=何かにつかまればでき
r I洗身=一部介助
↓ |麻捧等の有無=左上股など

中間評価項目得点(5群)

行為区分毎の時間
|食事/排池/移動/清潔保持/間接|
l/BPSD関連/機能訓練/医癒関連 l

。・1 ↓
要介護認定等基準時間

00分

f状態像jから介護の手間の総量を算出し認定することはできない0
・.・統計的な推定になじまない申請者固有の手聞が存在する。
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要介護認定の基本設計②

介護認定審査会の観点
×状態像を議論して要介護度を認定する

。持完Ijな介護の手織が発生しているか
介護認定等基準特簡は妥当か

特別な手聞が発生しているかを議論するためには..• 

「ひどい物忘れによっ
て認知症の様々な
周辺症状がある」
=情報として不十分
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要介護認定等の見直し



-要介護認定の見直しについて(1) 

1.平成21年4月の見直し

(目的)
掴最新の介護の手間を反映させる

(例)rオムツ着用」から「排池誘導」→ケア量の増加
.市町村による認定のバラツキを減少させる

(例)下肢麻嬉あり A市:91.4%B市:43.6%

(内容)

上記事項に則して

・コンビュータソフトに用いるデータ更新
z調査項目の定義の修正

(例〉糖尿病でつめがない人のつめ切りの介助は「介助されていなしリと評価

2 平成21年4月の見直しの問題点
-調査項目の定義の修正に問題があり、軽く判定されるケースが続出するとの不安の

声
(対応)
(1 )4月.......9月は、不安解消のための経過措置を実施

(2)検証・検討会での検証の結果、非該当・要支援1等の軽度の割合が増加しているこ

とが確認されたことから再度の見直しの検討
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圃要介護認定の見直しについて(2)

3.平成21年10月から認定方法を再度見直し

(内容)

-調査項目の定義の修正
(例)糖尿病でつめがない人のつめ切りの介助は四股の清拭等の代替行為で評

価

4.平成21年10月の見直しの影響について検証

(1 )自治体聞のバラツキが相当程度小さくなった
(2)4月の見直しで影響のあった方に対し、適切な認定となった
(3)4月の見直しに伴う混乱がほぼ終息した

→研修の充実によりさらに適切な認定になるとの指摘があり、自治体へ周知

a平成21年4月に行われた要介護認定の見直しに伴う混乱については、ほぼ終息し、
検証，検討会は終了
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圃要介護認定の見直しについてゆ)

直介護保隙制度の見直しについて
2 サービスの質の確保・向上
(2)要介護認定について
0要介護認定は、介護保験制度において、客観的にサービス供給量を決定し、介護サービスの受給者
の公平性を確保するだめに不可欠な仕組みである。利用者が必要とするサービスが提供されるよう、
要介護度区分の見直しゃ要介護認定を廃止し、利用者に必要なサーピ、ス量については、ケアマネジャ
ー、利用者、家族、主治医、事業者、保険者による会議において決定すべきとの意見ちある。

0 しかしながら、要介護認定の廃I上は、
-要介護度区分を減らすような見直しは要介護度の改善により突然支給限度額が大きく減少すること

となる
-また、一次判定から二次判定に至る要介護認定のプロセスに蛮更がなければ、保践者の要介護認定
に係る事務の簡素化にはつながらない
・要介護認定の廃止は、介護が必要な度合いが間程度であってち、提供されるサービスに大きな差が
生じるなど、ぱらつきの大きい仕組みとなる
・要介護認定を廃止すれば、給(甘を受けない健常な被保険者からみれば、節度なく給位を行っている
かのように誤解されるおそれがある
といつだ問題があり、却って受給者間の不公平を生み出すおそれもある。
0当面、要介護認定に係る市町村の事務負担が大きいとの指摘があることから、要介護、要支援をま
たぐ際などの認定の有効期間の延長を求める保険者の意見などを踏まえて、事務の簡素化を速やかに
実施すべきである。
0要介護認定については、認知症の要介護度を適切に評価できているかなど、引き続き適切な仕組み
となるよう継続的に評価・横討していくべきであり、これについては、応1要に応じて介護給付費分科
会などにおいて十分議論されることが望ましいと考える。なお、この点について、要介護認定制度そ
のちのについて、別途議論の揚を設けるべきとの意見があった。

(社会保障審議会介護保険部会「介護保険制度見直しに関する意見(平成22年11月30日)J抜粋)
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国認定後の介護サービス利用
0施設サービス
・特別養護老人ホーム
.介護老人保健施設

・介護療養型医療施設

0居宅サービス
・訪問介護・訪問看護

-通所介護・短期入所サービ

ス

0地域密着型サービス
-小規模多機能型居宅介護
.夜間対応型訪問介護

.認知症対応型共同生活介護

など

など

予
紡
給
付
ス

ど

払
J
』

型

な

サ

能

型

;
山
」
;
防
機
応

ス

護

川

護

予

多

対

ピ

介

リ

介

護

模

症

一

所

所

問

介

規

知

護

サ

通

通

訪

型

小

認

介

防
防
防
防
着
防
護
紡
活

予

予

予

予

密

予

介

予

生

護

護

護

護

域

護

宅

護

同

介

介

介

介

地

介

居

介

共

0
 
••• 

0
闘

|o介護予防事業

O市町村の実情に応じ
たサービス

14 



ご清聴ありがとうございました

今後とも県の保健福祉行政への御協力を

よろしくお願いいたします


